
 
 

 2024 年 9 月議会 一般質問  
 

共同運用 市民負担ないと言えるか 
 

本市が進めている東胆振消防指令業務共同運用の手続き、手

順について質問しました。 

1市４町（苫小牧市、白老町、厚真町、むかわ町、安平町）

は、消防指令業務共同運用を 2026 年に開始する予定です。

この整備方式は、全国的にも少ない事務委託方式で、本市が受

託者として「東胆振管内の指令管制上の責任」を全て負うこと

になります。 

しかし、これまで本市の市民参加条例に基づく市民意見募集

（パブリックコメント）を行ってきませんでした。理由として

は「本事業は、当初から苫小牧市民に負担がなく、市民サービ

スの向上が条件となっているため」としましたが、既に本年５

月に 22 億 5,500 万円のシステム構築費を契約していまし

た。これは市民の血税で、明らかな市民の負担です。 

全国の自治体消防では、計画の段階でパブリックコメントを

行い、より丁寧に進めていることを示し、理事者の認識をただ

しました。山本副市長は「本市は、パブリックコメントの制度

が整っていながらパブコメをしなかった。本来やるべきであっ

た」と答弁しました。 
 

 
 

今回は共同指令センターのシステム構築費、２２億 5,500

万円で、５月１０日にプロポーザルによる入札で契約していま

した。市は、業務委託であることから議案提出の必要はないと

していましたが、この共同指令センターのシステム構築は、業

務委託といえども、設備を設置することや回線などのケーブル

設置の作業があり、作業内容から言って工事に該当するものです。さらに、契約内容に機器整備が含ま

れていれば、動産の買入れにも該当すると考えられます。 

私は、この契約は地方自治法９６条１項５号、あるいは８号の議決が必要な案件で、本市の契約に関

する条例や財産条例に違反するものであることを指摘しました。 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 
≪判例≫ 令和 4年 11月 18日、武雄市の住民訴訟は「市が X社との間

で締結したシステム構築業務の委託契約は、地方自治法 96 条 1 項 5 号

または 8 号により議会の議決を経ることが必要であったにもかかわらず、

市長は、議会の議決を経ずに違法に本件契約を締結した」と提訴しまし

た。佐賀地裁は、問題となっている契約は「工事の請負」に該当し、予

定価格が一定金額以上の「動産の買入れ」にあたり、議会の議決を経る

ことが必要であると判断し、住民側の訴えを認めました。 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

苫小牧市議会議員 

通信 
小山せいぞう事務所  苫小牧市ときわ町 1 丁目１９－２３  TEL０１４４（６７）８２５５ 

『秋』号 
２０２４年１０月 小 山 征 三 

前例踏襲「甘い認識」 



小野消防長は「この契約について、内部で精査したところ議会の議決が必要となる契約であった。議

案の提出については、今議会において追加議案として追認いただきたく、提出する準備を進めておりま

す。この度の事務執行について深くお詫び申し上げます。今後、このような事が起こらないように適切

な事務執行に努めます」と答弁しました。 

また、山本副市長は、契約の選定委員長であったことを踏まえて「この度の共同運用に関しての事務

手続きは、不手際がございましたことをお詫び申し上げます。今後は、パブコメ、住民説明会、契約な

どしかるべき事務は適切に進めるよう再度確認し、今回の契約にかかる議案は、追認議案として提出す

る」とし、認識の甘さを謝罪しました。 
 

■■■■■ 追認議案提出 ■■■■■ 

共同指令センターシステム構築業務委託契約 
 

本契約は 5 月 10 日、「日本電気株式会社北海道支

社」を事業者に、契約金２２億 5,500 万円で事業は

スタートしています。 

整備事業は「業務委託」ということで、議案として

提出する認識が無かったということが明らかになり

ました。今回は消防の案件ですが「業務委託」は議案

として上程する必要が無いという認識は、庁内全部署

にあり、前例踏襲から認識が不足していたものです。 

岩倉市長は「本来あってはならないことで、法令や

条例に沿った適正な事務の執行は当然行われるべき

ものである。私としても責任を痛感しているところ

で、今後の対策を含め全庁あげて取り組む」としまし

た。また、本契約のプロポーザル選定委員長である山

本副市長は、事業者からの提案で設備や機器整備の内

容がありながら「気付くことができず非常に悔いてい

る」と陳謝しました。さかのぼって、2019年度分か

ら全庁調査を行い、仮に議決が必要な案件があった場

合には、12 月議会に追認議案を提出し、瑕疵の治癒

する必要があると財政部長が答弁しました。 

また、監査委員は「財政部による全庁調査に当たり、

基準や手法を確認する。その上で、財政部からの調査

結果、各部の回答内容を確認し監査として判断する」

としました。 

 

 
 

岩倉市長が昨年、韓国に入国の際に倒れてからこれま

で職務代理者を設置した日数は、2023 年が 97 日。

2024 年は 42 日で、自宅療養を含めた不在日は既に

164 日となっています。職員であれば 90 日以上長期

間、病気休暇を取得する場合は、市長名で条例に基づき

「給料の減額」などが行なわれます。 

 

 

 

 

 

 
 

  

職務代理者が設置されている間は、市長名や職務代理者名で文書を発送した

り、そのまま読み替えるなど庁内での文書処理が複雑になっていることから市長

としての認識と決断をただしました。 

岩倉市長は「現在もリハビリを行いながら筋力と体力の回復に努めている。市

長公務の在り方を問う声は大変重く受け止めている。残された任期は覚悟を持っ

て市政運営を進める」としましたが、市長の職務は、議会だけではなく、災害時

の対応、様々な政策会議やイベントなどに非常に責任は重いもので動向を注視し

ていきます。 

《熱血現場主義》小さなことでも身近な問題を地域から発信します！ 
 

政治家としての重い責任 


